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船舶の航海最適化技術の精密化と 
オンボード航海支援装置への適用のための処理効率化
金丸 英幸＊1 
Improvement of Navigation Optimization Technologies 
and Effective Data Processing for On-Board Control Equipment 
KANAMARU Hideyuki 
Summary 
  Recently, air-pollution caused by ships’ ocean navigation is the object of attention and efforts to reduce 
exhaust gases in fields such as new hull design, development of effective engines and so on. 
 In this paper, the optimum navigation control technology is improved for the purpose of exhaust gas 
reduction by optimizing steering control and adjustment of main engine outputs to analyze main engine 
fuel-oil consumption under forecasts of sea conditions more precisely than the preceding study1).  
Moreover, the most suitable solution is presented for application to the real-time navigation control system 
on-board. 
Keywords：（ optimam navigation,  steering control,  main engine output, fuel consumption ） 
1．緒言 
近年、陸上では車の自動運転技術の開発が精力的に
進められている。一方、海上交通では船舶の排ガスに
よる大気汚染が問題視されており 2)、抵抗が小さい船
型の研究や高効率の舶用機関の開発等、様々な分野で
技術開発の努力が続けられている。この様なハードウ
ェア開発とは別に、既存の船舶の運航技術の最適化に
より、航海で消費される燃料を最小化することも、船
舶の排ガスによる環境汚染問題を解決する手段の一つ
と考えられる。 
筆者 1)は、過去に、航路や海象条件に基づいて就航
海域を離散化し航路を航路要素に分割した上で、船舶
の主要目や主機関の特性、載荷状態等の運航条件から
航海の燃料消費量を解析し定式化した。但し、解析の
過程で、ＶＬＣＣ等の大型船への適用を前提に、後述
する近似的な条件に基づいて燃料消費量を導いた。 
本稿では、この近似を極力排除した精密な解析によ
って、燃料消費量定式化の精度向上を目指す。さらに、
近似解法と精密解法の両方に対して定式化された各々
の燃料消費量を評価基準として、操舵制御と主機出力
（速力）調整を最適化する技術を導くと共に、両解法
の長所を兼ね備えた準精密解法を提案する。最後に、
精度が高い精密解法の評価基準に基づいて、各々の解
法による最適化の結果と演算量（処理時間）を比較し、
それらの優劣を明らかにする。また、その結果に基づ
いて近似解法の精度の評価と実用性の検証を行う。 
(pp.45-60)
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Fig.1 自然減速係数 
尚、本稿では、議論の複雑化を回避するために、船
舶の対水運動のみを解析の対象とし、海流や潮流を考
慮した対地運動につては対応方法の方向付けに止めた。 
 
2．燃料消費量解析の基礎 
 2.1 航海モデル 
航海における燃料消費量解析のために、以下の３通
りの航海モデルを定義する。 
(1) 理想航海（架空） 
『完全静水中で、操舵制御を行わなくても船首揺 
を生じず、設定された針路を維持して直進する航
海』 
理想航海の船速を 𝒖 とすると、𝒖 は速力に相
当し、主機出力の指標となるパラメータと考える
ことができる。理想航海の航海時間を 𝑻 で表す。 
 
(2) 基準航海（架空） 
『波浪の中で、操舵制御を行わなくても船首揺を
生じず、設定された針路を維持して直進する航海』 
基準航海の船速を 𝒖# とすると、𝒖# は波浪に
よる抵抗で減速された船速で、自然減速係数 𝜶 
を用いて以下の通り表される。 
 
  𝒖# = 𝜶𝒖    、 (𝟎 <  𝜶 ≤ 𝟏)        (1) 
 
また、基準航海の航海時間を 𝑻# で表すと、 
 
  𝑻# =
𝑻
𝜶
                               (2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
となる。 
自然減速係数 𝜶 の特性曲線を 𝐅𝐢𝐠. 𝟏 に例示する。 
 
(3) 実航海 
『波浪の中で操縦運動を伴いながら基準航海の船
速 𝒖# で進む航海』 
実航海の航海時間を 𝑻∗ で表す。 
 
2.2 推進運動モデル 
実航海における推進運動は以下の運動方程式で表さ
れ、船舶の航海最適化の基礎となる。 
 
  (𝒎𝟎 +𝒎𝒙)𝒖#̇ − (𝒎𝟎 +𝒎𝒚)𝒗𝒓 
     = 𝑻𝒑
∗(𝟏 − 𝒕𝒑
∗) − 𝑪𝒉
#𝒖#
𝟐
− 𝑪𝜹𝒖
#𝟐𝜹𝟐 − 𝑹𝒘    (3) 
 
 ここに、 
 
     𝒓  ：回頭角速度 、 𝒗 ： 横流れ速度 
     δ ： 舵角  、 𝑹𝒘 ：波浪抵抗 
     𝒎𝟎 : 質量   、 𝒎𝒙 ,𝒎𝒚 : 付加質量 
     𝑻𝒑 ：スラスト 、 𝒕𝒑 ： スラスト減少率 
 
で、船体抵抗係数 𝑪𝒉 と舵抵抗係数 𝑪𝜹 は次式で与え
られる 3)。尚、𝑪𝒉
# は実航海（基準航海）対応の 𝑪𝒉 
を、𝑻𝒑
∗ と 𝒕𝒑
∗ は実航海対応の 𝑻𝒑 と 𝒕𝒑 を表す。 
 
     𝑪𝒉 =
𝛁𝒂
𝟐 𝟑⁄
𝑪𝒂𝒅
                                   (4) 
    𝛁𝒂 ：排水容積 、 𝑪𝒂𝒅 ： アドミラルティ係数 
 𝑪𝜹 =  
𝝆
𝟐
(𝟏 − 𝝎)𝟐(𝟏 + 𝟑. 𝟔𝒔𝒑
𝟏.𝟓)𝑨𝑹
𝟔.𝟏𝟑𝝀𝑹
𝝀𝑹 + 𝟐.𝟐𝟓
      (5) 
   𝒔𝒑 = 𝟏 −
𝒖#(𝟏−𝝎)
𝒏𝒑
= 𝟏 −
𝜶𝒖(𝟏−𝝎)
𝒏𝒑
                (6) 
    𝒔𝒑 ：スリップ比 
     𝝆  ：海水密度   、𝝎 ：伴流係数 
     𝑨𝑹 ：舵面積    、𝝀𝑹：舵アスペクト比 
 
  基準航海および理想航海では操縦運動に伴う抵抗を
受けないので、それぞれ以下の推進運動方程式となる。
𝑻𝒑
# と 𝒕𝒑
# は基準航海対応の 𝑻𝒑 と 𝒕𝒑 である。 
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Fig.2 主機燃費特性 
   (𝒎𝟎 +𝒎𝒙)𝒖#̇ = 𝑻𝒑
#(𝟏 − 𝒕𝒑
#) − 𝑪𝒉
#𝒖#
𝟐
− 𝑹𝒘   (7) 
   (𝒎𝟎 +𝒎𝒙)?̇?  = 𝑻𝒑(𝟏 − 𝒕𝒑) − 𝑪𝒉𝒖
𝟐            (8) 
 
2.3 燃料消費量の定式化 
  操船の現場では一定の距離を主機出力一定で航行す
るのが通例であるため、速力 𝒖 は定数(𝑼)として扱う
ことができる。その結果、(3)、(7)式左辺の 𝒖#̇、?̇? 
の項が消え、スラストと抵抗の釣り合いの式と実航海
における推進のための有効馬力 𝑬𝒉𝒑 が得られる
4)､5)。 
 
    𝑻𝒑
∗(𝟏 − 𝒕𝒑
∗) = 𝑹                           (9) 
   𝑹 = 𝑪𝒉
#𝑼#
𝟐
+ (𝒎𝟎 +𝒎𝒚)𝒗𝒓 + 𝑪𝜹𝑼
#𝟐𝜹𝟐 +𝑹𝒘 
                        (10) 
   𝑬𝒉𝒑 =  𝑹𝑼
# = 𝑻𝒑
∗(𝟏 − 𝒕𝒑
∗)𝑼#          (11) 
 
 また、動力源である主機関の制動馬力 𝑩𝒉𝒑 と有効馬力 
𝑬𝒉𝒑 の間には、伝達効率 𝜼𝒕 および推進効率 𝜼𝒑 を用
いて、以下の関係が成り立つ 5)。 
 
   𝑬𝒉𝒑 = 𝜼𝒕𝜼𝒑𝑩𝒉𝒑                (12) 
 
   一方、航路 𝛔 を航行中の累積燃料消費量 𝑭𝛔 は制動
馬力と主機関の燃費特性 𝜸 を用いて次式で与えられる。 
 
  𝑭𝛔 = ∫ 𝜸𝑩𝒉𝒑𝒅𝒕
ｔ
𝟎
               (13) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  𝜸 は制動馬力、即ち速力 𝑼 に依存する。その特性
曲線を 𝐅𝐢𝐠. 𝟐 に例示する。 
ここで横流れ速度 𝒗 に代えて横流れ角 𝜷  
 
   𝜷 = −
𝒗
𝑼
                                  (14) 
 
を用いると、(3)式および(9)～(14)式から実航海にお
ける燃料消費量が以下の通り定式化される。 
 
  𝑭𝛔
∗ = ∫ 𝜸∗𝑻𝒑
∗(𝟏 − 𝒕𝒑
∗)𝑼#𝒅𝒕
ｔ
𝟎
 
    = ∫ 𝜸∗{𝑪𝒉
#𝑼#
𝟑
+ (𝒎𝟎 +𝒎𝒚)𝑼
#𝟐𝜷
ｔ
𝟎
 
              + 𝑪𝜹𝑼
#𝟑𝜹𝟐 +𝑹𝒘𝑼
#}𝒅𝒕   (15) 
 
  但し、𝜸∗ は伝達効率 𝜼𝒕 と推進効率 𝜼𝒑 で補正した 
燃費特性である。 
 
   𝜸∗ = 𝜸
𝜼𝒕𝜼𝒑
                                (16) 
 
 基準航海では、理想航海時と同じ主機出力で波浪に
よる抵抗を受けて船速が低下する（自然減速）ことを
考慮すると、(7)、(8)式からそれぞれの航海における
燃料消費量が以下の通り求められる。 
 
   𝑭𝛔
# = ∫ 𝜸∗ (𝑪𝒉
#𝑼#
𝟐
𝑼 + 𝑹𝒘𝑼)𝒅𝒕
𝒕
𝟎
            (17) 
   𝑭𝛔  = ∫ 𝜸
∗𝑪𝒉𝑼
𝟑𝒅𝒕
𝒕
𝟎
                        (18) 
 
2.4 航海の離散化 
 2.4.1 就航環境の離散化 
  波浪等の海象予報データは、陸上の気象海象予報デ
ータサービス機関から経緯度方向の矩形の海域毎に入
手することができる。その結果、航路とその境界線の
交点の前後で海象データが切り替わり、さらに、船舶
が変針点に到達して針路が変わると、その時点で相対
波向も変化する。 
  𝐅𝐢𝐠. 𝟑 に示す通り、設定された航路 𝛔 を、航路と
海象の相対的な関係が変わる点 𝑷𝒊 を両端とする線分
（以後、航路要素 𝚫𝛔𝒊 と呼ぶ）に分割すると、航路 
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Fig.3 航路要素 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
要素の接続によって航路全体が構成され、各々の航路
要素内では就航条件が一定となる。 
  したがって、航路要素 𝚫𝛔𝒊 上では主機出力（速力）
一定で船を進めることにすれば、自然減速係数 𝛂𝒊 、
また、波浪抵抗 𝑹𝒘𝒊 も一定となり、航路要素を基本
単位として航海最適化を図ることが可能となる。 
  尚、気象海象データは、船上においても陸上のデー
タサービス機関から通信衛星を経由して、ディジタル
データとして入手することができる。 
 
2.4.2 燃料消費量の離散化 
   航路 𝛔 は航路要素 𝚫𝛔𝒊 (𝒊 = 𝟏 ･････ 𝒏)) の接続
集合体である。したがって、𝚫𝛔𝒊 を航行する時間の区  
間を [𝒕𝒊 , 𝒕𝒊+𝟏] とすると、実航海における総燃料消費
量が航路要素毎の燃料消費量の和として与えられる。 
 
   𝑭𝛔
∗ = ∑∫ 𝜸∗{𝑪𝒉
#𝑼#
𝟑
+ (𝒎𝟎 +𝒎𝒚)𝑼
#𝟐𝜷
𝑻𝒊
∗
𝟎
 
                  +𝑪𝜹𝑼
#𝟑𝜹𝟐 + 𝑹𝒘𝑼
#}𝒅𝒕 
(19) 
   𝑻𝒊
∗ = 𝒕𝒊+𝟏 − 𝒕𝒊                            (20) 
 
3．近似解析による燃料消費量定式化の概説 1) 
船舶の運航においては安全性の確保が最優先事項で
あるため、航行の安全が阻害される荒天下の航海は燃
料（エネルギー）消費量削減のための最適化の対象か
ら除外する。先行研究 1)では基準航海と理想航海を区
別せず、大型船を前提としてビューフォート風力階級
６以下という条件を付し、さらに、実海域の航海では
同じ主機出力の下で理想航海の船速が波浪抵抗を受け
て減速されることに着目して 
 
 ∫ 𝜸∗ (𝑪𝒉
#𝑼#
𝟑
+ 𝑹𝒘𝑼
#)𝒅𝒕
𝑻𝒊
#
𝟎
≈ ∫ 𝜸∗𝑪𝒉𝑼
𝟑𝒅𝒕
𝑻𝒊
#
𝟎
 
(21) 
   
𝑹𝒘/(𝜶𝑼)
𝟐
𝑪𝒉
･
𝜟𝑻𝒊
∗
𝑻𝒊
# ≪ 𝟏                          (22) 
   𝑪𝒂𝒅  , 𝒔𝒑  ≈  𝒄𝒐𝒏𝒔𝒕.                      (23) 
 
   という３通りの近似、および 
 
    
𝜟𝑻𝒊
∗
𝑻𝒊
# =
𝟏
𝑻𝒊
# ∫
(𝜟𝝍ー𝜷)
𝟐
𝟐
𝑻𝒊
#
𝟎
𝒅𝒕                    (24) 
     𝜟𝝍 = 𝝍−𝝍𝒔 ： 針路偏差              (25) 
        𝜓  ： 針路 
        𝜓
𝑠
 ： 設定針路 
     𝜟𝑻𝒊
∗ = 𝑻𝒊
∗ − 𝑻𝒊
# 
 
  という関係 6)を用い、さらに、操縦運動の状態量や関
係する物理量の無次元化を組み合わせて、第一評価
関数 𝑱𝟏𝒊 を組み込む形で燃料消費量（第二評価関数 
𝑱𝟐）を以下の通り定式化した
1)。尚、第一評価関数の
変数やパラメータの右肩の｢'｣は無次元量を意味する。 
 
    𝑱𝟏𝒊 = ∫ (
(𝜟𝝍ー𝜷)
𝟐
𝟐
+
(𝒎𝟎
′+𝒎𝒚
′ )𝜷 𝒓′+𝑪𝜹𝒊
′𝜹𝟐
𝑪𝒉𝒊
′ )
∞
𝟎
𝒅𝒕′    (26) 
   𝑱𝟐 = ∑{𝜸𝒊
∗𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝟐(𝒍𝒊 + 𝜶𝒊
𝟐𝑳𝑱𝟏𝒊)}               (27) 
      𝒍𝒊 ： 航路要素 𝚫𝛔𝒊 の航路長 
      𝑳 ： 船体長 
 
第一評価関数 𝑱𝟏𝒊 は関係する状態量が無次元化され
ているために船速 𝑼𝒊 に依存せず、その最適化の確定
値を用いて第二評価関数 𝑱𝟐 を最適化することが可能
となる（評価関数の分解）1)。この性質により、後述
する航海最適化の収束計算の処理が大幅に軽減される。 
  本解法を近似解法と称する。 
𝑙𝑖 ：航路要素長(𝑃𝑖  →  𝑃𝑖+1)   𝛾𝑖
∗ ： 𝛥𝜎𝑖上の燃量消費 
𝑈𝑖
#：𝛥𝜎𝑖上の船速        𝑅𝑤𝑖 ：𝛥𝜎𝑖上の波浪抵抗 
𝛼𝑖 ：𝛥𝜎𝑖上の自然減速係数 
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4．精密解析による燃料消費量定式化 
理想航海に対する基準航海の船速低下を主機出力の
視点で考えると、次式が成り立つ。 
 
𝑭𝛔
# = ∫ 𝜸∗𝑻𝒑
#(𝟏 − 𝒕𝒑
#)𝑼𝒅𝒕
𝒕
𝟎
= ∫ 𝑬𝒉𝒑𝑼𝒅𝒕
𝒕
𝟎
= 𝑭𝛔  
(28) 
 
𝑼 が定数であることを考慮して(7)、(8)式を馬力変換
し燃料消費率をかけると、それぞれの燃料消費量が 
 
   𝑭𝛔
# = ∑ ∫ 𝜸∗ (𝑪𝒉
#𝑼#
𝟐
𝑼+ 𝑹𝒘𝑼)𝒅𝒕
𝑻𝒊
𝟎
𝒏
𝒊=𝟏        (29) 
   𝑭𝛔 = ∑ ∫ 𝜸
∗𝑪𝒉𝑼
𝟑𝒅𝒕
𝑻𝒊
𝟎
𝒏
𝒊=𝟏                    (30) 
 
と表される。したがって、(1)式の適用により、航路要
素 𝚫𝛔𝒊 上では近似式(21)に代えて次式が成り立つ。 
 
∫
𝜸∗
𝜶
(𝑪𝒉
#𝑼#
𝟑
+ 𝑹𝒘𝑼
#)𝒅𝒕
𝑻𝒊
𝟎
= ∫ 𝜸∗𝑪𝒉𝑼
𝟑𝒅𝒕
𝑻𝒊
𝟎
   
(31) 
 
 航路要素 𝚫𝛔𝒊 上では、自然減速係数 𝜶 や波浪抵抗 
𝑹𝒘 が一定であることから(31)式の被積分関数が定数
となり、(1)、(2)式を考慮すると次式が得られる。 
 
    𝜸𝒊
∗ (𝑪𝒉
#
𝒊𝑼𝒊
#𝟑 +𝑹𝒘𝒊𝑼𝒊
#)𝑻𝒊
# = 𝜸𝒊
∗𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝟑𝑻𝒊       (32) 
    𝑪𝒉
#
𝒊
(𝜶𝒊𝑼𝒊)
𝟐 + 𝑹𝒘𝒊 = 𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝟐                 (33) 
 
 さらに、(33)式を整理することによって(22)式の近似
が排除され、これらの状態量の関係が厳密に導かれる。 
 
   
𝑪𝒉
#
𝒊
𝑪𝒉𝒊
+
𝑹𝒘𝒊/(𝜶𝒊𝑼𝒊)
𝟐
𝑪𝒉𝒊
=
𝟏 
𝜶𝒊
𝟐                       (34) 
 
  理想航海、基準航海および実航海の時間差を 
 
   𝚫𝑻𝒊
# = 𝑻𝒊
# − 𝑻𝒊                           (35) 
   𝚫𝑻𝒊
∗ = 𝑻𝒊
∗ − 𝑻𝒊
#                           (36) 
 
 と定義し、(32)、(34)および(24)式を用いて(19)式を
変形した上で平均値の定理を適用すると、以下の通り
実航海の燃料消費量が厳密に定式化される。 
 
  𝑭𝛔
∗ = ∑[𝜸𝒊
∗𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝟑 𝑻𝒊{𝟏 + 𝜶𝒊
𝟐(
𝟏
𝜶𝒊
𝟐
𝚫𝑻𝒊
∗
𝑻𝒊
#  
             +
𝟏
𝑻𝒊
#∫
(𝒎𝟎 +𝒎𝒚)𝜷𝒓/(𝜶𝒊𝑼𝒊) + 𝑪𝜹𝒊𝜹
𝟐
𝑪𝒉𝒊
𝑻𝒊
#
𝟎
𝒅𝒕) 
           + 𝜶𝒊
𝟐 [
(𝒎𝟎+𝒎𝒚)𝜷𝒓/(𝜶𝒊𝑼𝒊)+𝑪𝜹𝒊𝜹
𝟐
𝑪𝒉𝒊
]
𝒕=𝑻𝒊
#+𝝂𝒊𝜟𝑻𝒊
∗
 
                 × 
𝟏
𝑻𝒊
# ∫
(𝜟𝝍－𝜷)
𝟐
𝟐
𝑻𝒊
#
𝟎
𝒅𝒕}]   (𝟎 < 𝝂𝒊 < 𝟏) 
(37) 
 
ビューフォート風力階級６（風浪階級５に相当）まで
の海象下で適切に調整されたオートパイロットによる
保針制御が実行されていれば、 
 
   (𝜟𝝍－𝜷)
𝟐
 ≪ 𝟏 &  𝜷𝒓 ≪ 𝟏  &  𝜹𝟐  ≪ 𝟏 
 
  したがって 
 
   
𝟏
𝑻𝒊
# ∫
(𝜟𝝍－𝜷)
𝟐
𝟐
𝑻𝒊
#
𝟎
𝒅𝒕 ≪ 𝟏                ⇒O(𝟏𝟎−𝟐) 
   [
(𝒎𝟎+𝒎𝒚)𝜷𝒓/(𝜶𝒊𝑼𝒊)+𝑪𝜹𝒊𝜹
𝟐
𝑪𝒉𝒊
]
𝒕=𝑻𝒊
#+𝝂𝒊𝜟𝑻𝒊
∗
≪ 𝟏  ⇒O(𝟏𝟎−𝟐) 
 
 が成り立ち、(37)式の｛ ｝内第３項は𝟏𝟎−𝟒 以下の微
小量となって、第１項の「１」に対して無視すること
ができる。その結果、(37)式に航路要素長 𝒍𝒊 を用いた 
 
   𝑻𝒊 =
𝒍𝒊
𝑼𝒊
                                   (38) 
 
の関係を適用すると、無次元化された第一評価関数と
第二評価関数(26)、(27)式は次式で与えられる。 
 
   𝑱𝟏𝒊 = ∫ (
(𝜟𝝍ー𝜷)
𝟐
𝟐𝜶𝒊
𝟐 +
(𝒎𝟎
′+𝒎𝒚
′ )𝜷 𝒓′+𝑪𝜹𝒊
′𝜹𝟐
𝑪𝒉𝒊
′ )
∞
𝟎
𝒅𝒕′    (39) 
   𝑱𝟐 = ∑[𝜸𝒊
∗𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝟐(𝒍𝒊 + 𝜶𝒊
𝟐𝑳𝑱𝟏𝒊)]               (40) 
 
  本解法を精密解法と称する。 
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  精密解法を近似解法と比較すると、第一評価関数の被
積分関数に対する自然減速係数 𝜶𝒊 の関わり方が異な
ることに注意を要する。 
  また、精密解法ではアドミラルティ係数とスリップ
比がほぼ一定という近似(23)式を廃棄する。 
 
5．準精密解法 
  精密解法では、第一評価関数(39)式の被積分関数に
速力 𝑼𝒊 に依存する自然減速係数 𝜶𝒊 とアドミラルテ
ィ係数 𝑪𝒂𝒅 スリップ比 𝒔𝒑𝒊 を含むため、第二評価関
数（燃料消費量）最小化の各過程に第一評価関数最小
化の計算が含まれて演算量が大幅に増大する。第二評
価関数(40)式を変形した 
 
   𝑱𝟐 =  ∑ [𝜸𝒊
∗𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝟐𝒍𝒊 (𝟏 + 𝜶𝒊
𝟐 𝑳
𝒍𝒊
𝑱𝟏𝒊)]            (41) 
 
において、一般に、航路要素長 𝒍𝒊 が船体長 𝑳 より遥
かに大きいことを考慮すると、(41)式における 𝑱𝟏𝒊 の
項の寄与度が小さくなることが予想される。即ち、第
一評価関数(39)式の被積分関数に含まれる自然減速係
数 𝜶𝒊 を 𝟏 とおき、さらに、アドミラルティ係数とス
リップ比を一定として取り扱っても十分な精度が確保
できることが期待できる。したがって、近似解法の第
一評価関数と精密解法の第二評価関数との組み合わせ 
 
   𝑱𝟏𝒊 = ∫ (
(𝜟𝝍ー𝜷)
𝟐
𝟐
+
(𝒎𝟎
′+𝒎𝒚
′ )𝜷 𝒓′+𝑪𝜹𝒊
′𝜹𝟐
𝑪𝒉𝒊
′ )
∞
𝟎
𝒅𝒕′    (26) 
   𝑱𝟐 = ∑[𝜸𝒊
∗𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝟐(𝒍𝒊 + 𝜶𝒊
𝟐𝑳𝑱𝟏𝒊)]               (40) 
 
 に基づいて操舵制御と主機出力調整を最適化する問題
を準精密解法として、後述の有用性評価に供する。準
精密解法では、精密解法と同様に(40)式の船体抵抗係
数 𝑪𝒉𝒊 が速力 𝑼𝒊 に依存することに注意を要する。 
 
6．航海最適化 
  航海の基本操作である操舵制御と主機出力（速力）
調整の最適化を行う。 
6.1 操舵最適化 
  操縦性能に関係する第一評価関数(26)および(39)
式は、最適制御理論の最適レギュレータ問題として
解を得ることができる。 
 
  6.1.1 状態方程式 
    操縦運動の動特性を表す状態方程式は、無次元化
された線形１次応答モデルを用いて行列形式で表さ
れる。 
 
   𝑥𝑚
′̇ = 𝐴𝑚
′ 𝑥𝑚
′ + 𝐵𝑚
′ 𝑢𝑚
′                      (42) 
     𝑥𝑚
′ = (
𝛥𝜓
𝑟′
) 
     𝑢𝑚
′ =  𝛿 
     𝐴𝑚
′ =  (
0 1
0 −
1
𝑇′
) 
     𝐵𝑚
′  =  (
0
𝐾′
𝑇′
) 
      𝐾′ ： 旋回力指数、𝑇′： 針路安定性指数 
 
    また、横流れ角 𝜷 は、線形１次応答モデルと同 
   等の精度で、回答角速度 𝑟′ と舵角 𝛿 の線形結合   
で近似することができる 6)。 
 
   𝜷 = 𝒂𝜷
′ 𝑟′ + 𝒃𝜷
′ 𝛿                         (43) 
 
  6.1.2 評価関数 
    第一評価関数  𝐽1𝒊 についても、状態方程式と同様
に、以下の通り行列形式で表すことができる。 
 
         𝑱𝟏𝒊 = ∫ ( 𝑥𝑚
′ 𝑄𝑚𝑖
′ 𝑥𝑚
′𝑡∞
0
 
                  +𝟐 𝒙𝒎
′𝒕 𝑺𝒎𝒊
′ 𝑢𝑚
′ + 𝑢𝑚
′ 𝑅𝑚𝑖
′𝑡 𝑢𝑚
′ )𝒅𝒕′ 
(44) 
 
 (44)式において、変数や係数行列の左肩の｢t｣は
転置行列を意味する。 
 
(1) 近似解法および準精密解法 
     近似解法および準精密解法では、(43)式を適
用することによって第一評価関数(44)式の被積
分関数の係数行列が次の通り与えられる。 
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        𝑄𝑚𝑖
′ = (
1
2
−
1
2
a
β
′
−
1
2
a
β
′ a
β
′ {
1
2
a
β
′  +
m0
′+my
′
𝐶ℎ𝑖
′ }
) 
             𝑆𝑚𝑖
′ = (
−
1
2
b
β
′
1
2
b
β
′ {a
β
′ +
m0
′+my
′
𝐶ℎ𝑖
′ }
)         (45) 
             𝑅𝑚𝑖
′ =
1
2
𝑏𝛽
′ 2 +
𝑪𝜹𝑖
′
𝐶ℎ𝑖
′ 
  
     これらの状態量やパラメータは全て無次元化さ
れていて船速 𝑈𝑖 には依存しない。即ち、第一
評価関数値 𝑱𝟏𝒊 が全ての航路要素 𝚫𝛔𝒊 に対し
て一定となり 𝑖 には依存しないので、第一評
価関数の最適化処理を第二評価関数の最適化か
ら切り離すことができる（評価関数の分解）。 
 
(2) 精密解法 
      精密解法では、第一評価関数(44)式の被積分
関数の係数行列(45)が次式に置き換わる。 
 
       𝑄𝑚𝑖
′ =
(
 
 
1
2α
i
2 −
1
2α
i
2 aβ
′
−
1
2α
i
2 aβ
′ a
β
′ {
1
2α
i
2 aβ
′ +
m0
′+my
′
𝐶ℎ𝑖
′ }
)
 
 
 
           𝑆𝑚𝑖
′ =
(
 
 
−
1
2α
i
2 bβ
′
1
2
b
β
′ {
a
β
′
α
i
2 +
m0
′+my
′
𝐶ℎ𝑖
′ }
)
 
 
         (46) 
           𝑅𝑚𝑖
′ =
1
2α
i
2 𝑏𝛽
′ 2 +
𝑪𝜹𝑖
′
𝐶ℎ𝑖
′ 
 
この場合は、船体抵抗係数 𝐶ℎ𝑖
′ および舵抵
抗係数 𝐶𝛿
′ が自然減速係数 𝛼𝑖 の関数となるこ
とに注意を要する。 
精密解法では、評価関数値 𝐽1𝑖 が係数行列
(46)に含まれる自然減速係数 𝛼𝑖 を通して速力 
𝑈𝑖 の関数となっているため、第一評価関数の
最適化処理を第二評価関数の最適化から切り離
すことができず、評価関数の分解は成立しない。 
 
   6.1.3 最適レギュレータ問題の求解 
    状態方程式(42)式と評価関数(44)式で表される制
御問題の最適解は、最適レギュレータ理論により、
以下のフィードバック制御として得られる 7)。 
 
      𝑢𝑚
′ = −𝐾𝑓𝑖
′ 𝑥𝑚
′                         (47) 
      𝐾𝑓𝑖
′ = 𝑅𝑚𝑖
′ −1( 𝐵𝑚
′𝑡 𝑃𝑚𝑖
′ + 𝑆𝑚𝑖
′𝑡 )          (48) 
 
   𝑃𝑚𝑖
′  は以下のリッカチの方程式の解行列である。 
 
    (𝑃𝑚𝑖
′ 𝐵𝑚
′ + 𝑆𝑚𝑖
′ )𝑅𝑚𝑖
′ −1( 𝐵𝑚
′𝑡 𝑃𝑚𝑖
′ + 𝑆𝑚𝑖
′𝑡 ) 
             +𝑃𝑚𝑖
′ 𝐴𝑚
′ + 𝐴𝑚
′ 𝑃𝑚𝑖
′𝑡 −𝑄𝑚𝑖
′ = 0 
(49) 
 
   一方、有次元のフィードバック係数 𝐾𝑓𝑖 は, 
有次元化行列 𝛬𝑖 を用いて次式で与えられる。 
 
      𝐾𝑓𝑖 = ( 𝑘1 𝑘2 ) = 𝐾𝑓𝑖
′ 𝛬𝑖              (50) 
      𝛬𝑖 = ( 
1 0
0
𝐿
𝛼𝑖𝑈𝑖
 )                     (51) 
 
   また、第一評価関数の最適値は、航路要素 𝚫𝛔𝒊に
おける 𝑥𝑚
′  の初期値 𝑥𝑚𝑖
′ (0) を用いて、 
 
      𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡 = 𝑥𝑚𝑖
′ (0)𝑃𝑚𝑖
′𝑡 𝑥𝑚𝑖
′ (0)            (52) 
 
   で与えられ、𝑥𝑚𝑖
′ (0) は、航路要素 𝚫𝛔𝒊の始点にお
ける変針角 𝛥𝜓𝑖(0) を用いて次式で与えられる。 
 
      𝑥𝑚𝑖
′ (0) = (
𝜟𝝍𝒊(𝟎)
0
)                   (53) 
 
   さらに、(42)式に(47)式を代入すると 
 
     𝑥𝑚
′̇ = (𝐴𝑚
′ − 𝐵𝑚
′ 𝐾𝑓𝑖
′ )𝑥𝑚
′                 (54) 
 
この最適フィードバック制御系の状態ベクトル 𝑥𝑚
′  
の挙動は、遷移行列 𝒆𝑨𝒇𝒊
′𝑡′ を用いて次式で与えら
れる。 
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      𝑥𝑚𝑖
′ (𝑡′) = 𝑒𝐴𝑓𝑖
′𝑡′𝑥𝑚𝑖
′ (0)               (55) 
         𝒆𝑨𝒇𝒊
′
 ： 遷移行列 
 
            𝑨𝒇𝒊
′ = 𝑨′ −𝑩′𝑲𝒇𝒊
′                   (56) 
 
6.2 主機出力（船速）最適化 
   一般に、商船の運航においては、荷主との契約等
に基づき目的地への到着日時が指定され、定時性確
保のために航海時間の遵守が求められる。したがっ
て、𝑇𝑣 を拘束される総航海時間とすると 
 
      ∑
𝒍𝒊
𝛼𝑖𝑈𝑖
= 𝑻𝒗                          (57) 
 
   主機出力（速力）最適化は、(57)式の拘束条件の
下で第二評価関数を最小化する問題として扱うこと
ができる。即ち、 
 
      𝑱?̂? = 𝑱𝟐 + 𝝀(∑
𝒍𝒊
𝛼𝑖𝑈𝑖
− 𝑻𝒗)               (58) 
 
   で生成される関数に、ラグランジュの未定係数法を
適用することによって解を得ることができる。前述
の各解法に対して 
 
      
𝝏𝑱?̂?
𝝏𝑈𝑖
= 𝟎    (𝒊 = 𝟏･･･ 𝒏)             (59) 
𝝏𝑱?̂?
𝝏𝝀
= 𝟎                            (59)’ 
 
  を適用し整理すると、前述のそれぞれの解法に対し
て以下の 𝑈𝑖 に関する𝑛通りの方程式が得られる。
但し、𝑋𝑈 は変数 𝑋 の 𝑈 による偏微分を表す。 
 
     𝑿𝑼 ≡
𝝏𝑿
𝝏𝑼
 
 
(1) 近似解法 
         {𝐶ℎ𝑖[𝛼𝑖
2 (𝛾∗𝑈𝑖𝑈𝑖 + 2𝛾𝑖
∗) 𝑙𝑖 
       +𝛼𝑖
3 {𝛾∗𝑈𝑖𝛼𝑖𝑈𝑖 + 2𝛾𝑖
∗(1 − 𝛥𝑈𝑈𝑖)} 𝐿𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡]}𝑈𝑖
3 
                    −(1 − 𝛥𝑈𝑈𝑖)𝑙𝑖𝜆 = 0    (60) 
(2) 精密解法 
     {𝐶ℎ𝑖[𝛼𝑖
2 (𝛾∗𝑈𝑖𝑈𝑖 + 2𝛾𝑖
∗) 𝑙𝑖 
        +𝛼𝑖
3 {𝛾∗𝑈𝑖𝛼𝑖𝑈𝑖 + 2𝛾𝑖
∗(1 − 𝛥𝑈𝑈𝑖)} 𝐿𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡 
        +𝛾𝑖
∗𝛼𝑖
4𝑈𝑖𝐿𝐽1𝑈𝑖
𝑜𝑝𝑡] 
            +𝐶ℎ𝑈𝑖
𝛾𝑖
∗𝛼𝑖
2𝑈𝑖(𝑙𝑖 + 𝛼𝑖
2𝐿𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡)}𝑈𝑖
3 
                          −(1 − 𝛥𝑈𝑈𝑖)𝑙𝑖𝜆 = 0    (61) 
 
(3) 準精密解法 
     {𝐶ℎ𝑖[𝛼𝑖
2 (𝛾∗𝑈𝑖𝑈𝑖 + 2𝛾𝑖
∗) 𝑙𝑖 
         +𝛼𝑖
3 {𝛾∗𝑈𝑖𝛼𝑖𝑈𝑖 + 2𝛾𝑖
∗(1 − 𝛥𝑈𝑈𝑖)} 𝐿𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡] 
            +𝐶ℎ𝑈𝑖
𝛾𝑖
∗𝛼𝑖
2𝑈𝑖(𝑙𝑖 + 𝛼𝑖
2𝐿𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡)}𝑈𝑖
3 
                   −(1 − 𝛥𝑈𝑈𝑖)𝑙𝑖𝜆 = 0    (62) 
 
それぞれの解法において、最適速力 𝑈𝑖
𝑜𝑝𝑡 は(60)
～(62)式の何れかと(57)式からなる (𝑛 + 1) 元連
立方程式（決定方程式）の解として得られる。そ
の結果、第二評価関数（燃料消費量）の最適値は、
最適速力 𝑈𝑖
𝑜𝑝𝑡 と第一評価関数の最適値  𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡 
を用いて次式で与えられる。 
 
    𝐽2
𝑜𝑝𝑡 = ∑[𝛾𝑖
∗𝐶ℎ𝑖𝑈𝑖
𝑜𝑝𝑡2(𝑙𝑖 + 𝛼𝑖
2𝐿 𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡)]     (63) 
 
また、航路要素  𝚫𝛔𝒊における最適な主機馬力 
𝐵ℎ𝑝
𝑜𝑝𝑡
𝑖
 は、(38)式の関係を適用することにより、
次式で与えられる。 
 
     𝐵ℎ𝑝𝑖
𝑜𝑝𝑡 =
1
𝜼𝒕𝜼𝒑
𝐶ℎ𝑖𝑈𝑖
𝑜𝑝𝑡3 (1 +
𝛼𝑖
2𝐿
𝑙𝑖
𝐽1𝑖
𝑜𝑝𝑡)     (64) 
 
尚、摩擦抵抗係数 𝐶ℎ  の速力 𝑈 による微係数 
𝐶ℎ𝑈 の基礎となる関係式は、7.1.5 節の(1)に示す。
また、(61)式における第一評価関数最適値 𝐽1
𝑜𝑝𝑡 
の速力 𝑈 による偏微分値 𝐽1𝑈
𝑜𝑝𝑡 はリッカチの方
程式(49)を基礎に求めることが可能で、その求解
法を付章１に示す。 
 
 6.3 最適化の解法 
    第一評価関数および第二評価関数に基づく航海最
適化の解は数値計算によって求められるが、以下の
３通りの繰返しによる収束計算を伴う。 
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Fig.4 エネルギー解析処理フロー 
Table 1 コンテナ船主要目 
(1) 第一評価関数 
リッカチの方程式(48)の解行列 𝑃𝑚𝑖
′  の求解 
(2) 第二評価関数 
① 後述（7.1.5 節）のシェーンヘルの式による
摩擦抵抗係数 𝐶𝑓 の求解 
② 速力 𝑈𝑖 の決定方程式(60)～(62)と(57)式
からなる(𝒏 + 𝟏) 元連立方程式の求解 
 
  尚、シミュレーションの計算は倍精度浮動小数点で
行い、収束判定条件は共通に相対誤差 𝟏𝟎−𝟖とした。 
推進運動方程式から主機出力最適化に至る流れを、 
馬力の視点から模式的に表した図を Fig.4に示す。 
 
7．航海最適化の数値シミュレーション 
  前述の３通りの解法の特性を把握するために、数値
シミュレーションを実施した。 
7.1 シミュレーション条件 
  7.1.1 供試船 
供試船としては、造船研究協会１０８部会の一軸
コンテナ船を採用した。代表的な主要目を Table 1
に示す 8)。尚、付加質量は元良チャート 9)から読み
取った。 
 
7.1.2 航路および航路要素 
   航路として、房総沖からサンフランシスコ沖に至 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
る北太平洋上の大圏航路を設定した。さらに、経度
１０°毎の変針点で分割して航路要素とした。 
 
7.1.3 波浪条件 
   波浪条件は、ビューフォート風力階級６以下の条
件の下、それぞれの航路要素に 
有義波高  ： １～５ｍ 
相対波向  ： －１８０°～ １８０° 
の範囲で均等に割り振った。 
 尚、波浪予報データは、例えば㈶気象業務支援セ
ンターより、約５５ｋｍ四方の分解能で１１日先ま
で全地球規模で定期的に配信を受けることができる。 
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Table 2 航海条件 
 
供試航路と波浪条件を Table 2に示す。 
 
7.1.4 主機出力および推進系 
   通常の航海を想定して、シーマージン０.８５前後
を維持し、主機出力の限界（ＭＣＲ）内で航海可能
な航海時間を設定した。また、推進系の効率は 
     伝達効率 ： ０.９７ 
     推進効率 ： ０.７２ 
  とした 10)。 
 
7.1.5 特性データ 
(1) 推進性能 
  摩擦抵抗係数 𝑪𝒇
′ は、シェーンヘルの式 11)によ
る相当平板の摩擦抵抗係数 𝑪𝒇 とオルゼンの式
5)に
よる浸水表面積 𝑺 を用いて計算した。 
 
           𝑪𝒇
′ = 
𝑺
𝛁𝒂
𝟐 𝟑⁄ 𝑪𝒇                        (65) 
      
𝟎.𝟓𝟓𝟖
√𝑪𝒇
= 𝐥𝐧(𝑹𝒏𝑪𝒇)                     (66) 
     𝑹𝒏 =
𝑼𝑳
𝝂
      :  レイノルズ数        (67) 
            𝛎  ： 海水密度 
 
       𝑺 = 𝑳𝒑𝒑･𝑩(𝟏. 𝟐𝟐
𝒅
𝑩
+ 𝟎. 𝟒𝟔)(𝑪𝒃 + 𝟎. 𝟕𝟔𝟓) 
(68) 
 
また、形状影響係数 𝜿 の計算には、住吉の推定
式 12)を用いた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        𝜿 = 𝟎. 𝟎𝟗𝟎𝟓 + 𝟏𝟓. 𝟏
𝑪𝒃
(𝑳 𝑩⁄ )𝟐√𝑩 𝒅⁄
          (69) 
 
一方、造波抵抗係数 𝑪𝒘 は、塙
13)の示す事例か
ら主要目（L/B、d/B、𝑪𝒃）が近い船を選んで剰余
抵抗係数をスケール変換し、形状影響を差し引い
て求めた。 
  以上の結果、アドミラルティ係数 𝑪𝒂𝒅 は、次式
で与えられる。 
 
     𝑪𝒂𝒅 =
𝟏
𝝆
𝟐
{𝑪𝒘+ (𝟏+ 𝜿)𝑪𝒇
′}
                 (70) 
 
  さらに、伴流係数はハーバルドのチャート 5)から
読み取った。 
 
(2) 操縦性指数 
    旋回力指数と針路安定性指数は、広田 14)の示す事
例から主要目（L/B、d/B、𝑪𝒃）が近い船を選び、
スケール変換して用いた。但し、供試船が北太平
洋就航のコンテナ船であることを考慮して、フル
ード数を０.３（シーマージン０.８５の速力で約
２４.２ノット）とした。 
 
  (3) 自然減速係数 
    自然減速係数は、同等のサイズのコンテナ船に対
して与えられた萩原 15)の近似式とパラメータを用
いた。 
 
 𝜟𝑼 = 𝒎(𝑷)𝒇(𝒉)𝒈(𝝌)                (71) 
                𝒎(𝑷) = 𝒂𝒎𝑷 + 𝒃𝒎 =
𝒂𝒎
𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑪𝒉𝑼
𝟑 + 𝒃𝒎 
          𝒇(𝒉) = 𝒂𝒇{𝟏 − 𝒆𝒙𝒑(𝒃𝒇𝒉
𝒄𝒇)} 
          𝒈(𝝌) = 𝟏 − 𝒂𝒈{𝟏 − 𝒆𝒙𝒑(𝒃𝒈𝝌
𝒄𝒈)} 
        𝑷    ： 主機出力 
              𝒉    ： 有義波高 
        𝝌    ： 相対波向 
 
   したがって、自然減速量 𝛥𝑈 の速力 𝑈 による偏
微分は、次式で与えられる。 
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Table 3 数値シミュレーション結果 (1) 
     𝜟𝑼𝑼 =
𝒂𝒎
𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑼𝟐(𝑪𝒉𝑼𝑼 + 𝟑𝑪𝒉)𝒇(𝒉)𝒈(𝝌)    (72) 
 
   但し、萩原 15)の近似式では、相対波向きの座標系
を正面向波が０°と定義している。 
    以上の結果、自然減速係数 𝜶 およびその速力 
𝑼 による微分値 𝜶𝑼 が以下の通り導かれる。 
 
         𝜶 = 𝟏 −
𝜟𝑼
𝑼
                           (73) 
         𝜶𝑼 =
𝜟𝑼
𝑼𝟐
−
𝜟𝑼𝑼
𝑼
 =
𝟏−𝜶−𝜟𝑼𝑼
𝑼
              (74) 
 
     尚、(72)式の右辺には 𝐶ℎ𝑈 が含まれるため、
𝛥𝑈𝑈 の計算は 𝐶ℎ𝑈 の計算式と併せて解く必要が
ある。𝛥𝑈𝑈 および 𝐶ℎ𝑈 の計算式を付章２に示
す。 
 
  (4) 燃費特性 
    Fig.2 に示す特性曲線からサンプリングしたデー
タに以下の関数を当て嵌め、空間補正機能を有す
る最小二乗法 16)によって各パラメータを決定した。 
 
        𝑭𝑶𝑹 = 𝒂𝒑 (
𝒆𝒑 𝒑𝒐⁄
𝒑 𝒑𝒐⁄
)
𝒃𝒑
                  (75) 
                𝒑 ： 主機出力（％） 
 
   尚、𝒑𝒐 はシーマージンで、一般的な設計値に合わ 
せて０.８５とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7.2 航海最適化の比較方法 
  航海最適化（操舵制御と主機出力調整）の解は、そ
れぞれの解法の第一評価関数および第二評価関数に基
づいて求められる。しかしながら、その比較評価は共
通の基準に基づくべきである。第一評価関数は解法に
よって係数行列が異なるため、(52)式で与えられる最
適値をそのまま用いることができない。したがって、
各解法の比較評価においては、精度重視の観点から、
精密解法に対して定義された(46)式を非積分関数の係
数行列として用いる。特に、第一評価関数最適値の計
算には(44)式に(47)、(55)、(56)式を適用して変形し
た次式を用いる。 
 
𝑱𝟏𝒊
𝒐𝒑𝒕 = ∫ { 𝒙𝒎𝒊
′ (𝟎)𝒆 𝑨𝒇𝒊
𝒕 ′𝒕′𝒕 (𝑸𝒎𝒊
′ − 𝟐𝑺𝒎𝒊
′
∞
𝟎
𝑲𝒇𝒊
′  
                        + 𝑲𝒇𝒊
′𝒕 𝑹𝒎𝒊
′ 𝑲𝒇𝒊
′ )𝒆𝑨𝒇𝒊
′𝒕′𝒙𝒎𝒊
′ (𝟎)}𝒅𝒕′  
(76) 
 
 さらに、第二評価関数も精密解法の評価関数とした。 
 
  𝑱𝟐
𝒐𝒑𝒕 = ∑ [𝜸𝒊
∗𝑪𝒉𝒊𝑼𝒊
𝒐𝒑𝒕𝟐(𝒍𝒊 + 𝜶𝒊
𝟐𝑳𝑱𝟏𝒊
𝒐𝒑𝒕)]      (63) 
 
7.3 数値シミュレーション結果 
  通常航海における操作量（操舵制御ゲインと主機馬
力調整値）、総燃料消費量および操作量求解に要した
処理時間を、それぞれ Table 3に示す。表中には、参考 
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Table 4 数値シミュレーション結果 (2) 
データとして、波浪による自然減速を受けた実船速と
結果としての実航海時間も付記した。 
尚、処理時間の計測は最適解の求解処理に限定し、
各々の燃料消費量低減効果を比較評価するための付加
的な処理は対象外とした。 
  これらの数値シミュレーションの結果、各々の解析
法に関して以下の特徴が明らかになった。 
(1) 航海最適化の操作（操舵制御と主機出力調整）
による燃料消費量削減効果は、精密解法、準精
密解法、近似解法の順に大きく、燃料消費量最
適化では精密解法の優位性が認められる。 
(2) 精密解法と近似解法の最適化された燃料消費量
の差は０.０００１％未満で、先行研究の近似解
法は精度的にも十分な実用性を有している。 
準精密解法では、操舵制御のゲインが精密解法
の解とは異なる。一方、燃料消費量と主機出力
調整値は表中では差異は見られないが、燃料消
費量は有効数字８桁、主機出力調整値は６桁ま
で一致しており、精密解法と同等の最適性が認
められる。 
(3) 操作量決定のための演算量を処理時間で比較す
ると、近似解法に対して精密解法が約４.８倍、
準精密解法がほぼ同等で、精密解法の演算量と
処理時間が相対的に大きい。 
精密解法では、第一評価関数の被積分関数 𝑱𝟏𝒊 
が自然減速係数 𝜶𝒊 を介して速力 𝑼𝒊 に依存し
ているため、第二評価関数最適化のための収束
の各過程で、シェーンヘルの式による摩擦抵抗
係数の求解と第一評価関数最適化（リッカチの 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
方程式の求解）のための収束が必要となり、反復
処理を二重に繰り返さなければならないことを考
慮すると、これは自然な結果である。 
尚、処理時間はＣＰＵの処理速度やプログラム言
語に依って変動するため、各々の解法に対する   
アルゴリズムの効率の評価は、処理時間そのもの
ではなく相対的な比較に基づいて行った。 
  上記の３解法の省燃費効果が大差ないことを考慮し 
て、航海最適化を代表する精密解法による航法と、航
海の現場で一般的に行われている主機出力一定の航法
の効果を比較した結果を Table 4 に示す。 
  (4) 航海最適化による航法では主機出力一定に比べて
約０.２４トンの燃料消費量が削減され、航海最
適化の有効性を裏付けている。 
 
 7.4 数値シミュレーション結果の検証 
  Table 3 において、精密解法および準精密解法によ
る燃料消費量の削減効果は、近似解法に比べて、高々
０.０００１％改善される程度で極めて小さい。これは、
近似解法も精密解法や準精密解法と同様に燃料消費量
の最小化問題の解法であるため、最適化された結果同
士を比較したことに依ると考えられる。 
 しかしながら、それらの値の比がほぼ「１」となる
程近接しているので、別途、波浪条件を変えたケース
（有義波高４ケースと相対波向２ケースを組み合わせ
た８ケース：｢ケース(a)｣）および減速航海のケ－ス
（常用航海および主機出力を最大の７５％付近と５
０％付近まで落として減速し航海時間を延長した３ケ
ース：｢ケ－ス(b)｣）でケーススタディを行い、数値シ 
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ミュレーション結果の比較・検証を行った。 
  Table 5 にケーススタディに供した波浪条件を示す。 
因みに、7.3 節のシミュレーション結果に対応する波
浪条件は、Table 5 の①とⓐの組み合わせである。 
一方、Table 6 の(a)に、ケース(a)に対して、精密
解法の燃料消費量、主機出力一定の場合と精密解法の
燃料消費量の差（＝削減効果）および精密解法と近似
解法の燃料消費量の比率を、(b)に、ケース(b)に対す
る上記の燃料消費量と削減効果および比率を示す。さ
らに、Table 7 には、(a)、(b)両ケースにおける精密
解法と準精密解法の燃料消費量の僅差の度合いを、有
効数字の一致する桁数で示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ケーススタディの結果、全てのケースで 
(1) 燃料消費量削減効果は、精密解法、準精密解 
法、近似解法の順に大きい。 
(2) Table 6において、主機出力一定に対する精密
解法の燃料消費量削減効果には波浪や主機出
力に起因するバラツキがあるが、精密解法と
近似解法の削減量の比率は全てのケースで有
効数字６または７桁まで一致している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 5 ケーススタディ条件（波浪） 
Table 6 燃料消費削減量 
(a) 波浪依存性 
(b) 主機出力依存性 
Table 7 精密解法と準精密解法の一致度 
 
 
(a) 波浪依存性 
(b) 主機出力依存性 
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(3) Table 7において、精密解法と準精密解法の燃
料消費量についても、有効数字８または９桁
まで一致している。 
  以上の結果が全てのケースで成立しており、さらに 
(4) シミュレーション計算を倍精度浮動小数点で
行っている 
(5) 上記のケーススタディのうち数ケースで収束
計算の収束判定条件を𝟏𝟎−𝟏𝟐  としても、
Table 6 および Table 7 の傾向は変わらな
かった 
 ことを考慮すると、各解法の普遍性と削減効果の差の
有意性が保たれていると考えられる。 
  特に、波浪や航海時間の条件に応じて、精密解法の
燃料消費量や削減効果にバラツキがある（Table 6）に
も拘わらず、全てのケースで、精密解法と近似解法の
改善効果の比率が小数６または７位まで「９」が並ん
で一致している（Table 6）ことや精密解法と準精密解
法の燃料消費量の一致度が有効数字で８または９桁
（Table 7）という結果は、近似解法や準精密解法の近
似度の高さを示していると考えられる。但し、この近
似度の高さの程度は、準精密解法導入の根拠とした
(41)式から、変針点の数(航路要素長)などの航路の引
き方や就航海域等にも依存すると思われる。 
 因みに、Table 6 には、波浪条件によっては、精密
解法の主機出力一定に対する燃料消費量削減効果が約
０.６６トンというケースがあり、就航条件によっては
さらに大きな効果が期待できる。また、船舶の主要な
燃料として使用されるＣ重油の硫黄含有率が平均２.３
ＷＴ％であることを考慮すると、このケースでは、本
船が北太平洋航路を年間１０往復するとして、およそ
０.３トン／年の硫黄分に対応する排ガスを削減するこ
とができると推算される。 
 
8. まとめ 
  地球環境汚染問題が注目される中、船舶の運航にお
いても、排ガスによる大気汚染が問題視されるように
なって久しい。この動きに呼応して、国際海事機関
（ＩＭＯ）が船舶の排ガスに含まれる窒素酸化物や硫
黄酸化物に規制を設け、その規制値は段階的に厳しく
なってきている 2)。 
  産業界でも、船型改善による推進抵抗の低減や主機
の性能向上、燃料の改質、排ガス中の酸化物除去装置
の開発等、多面的に環境保護への取り組みが行われて
いる 2)が、本稿では、ＣＯ２排出量の削減も視野に、船
舶の運航技術の最適化（海象に適応した操舵制御と主
機出力調整）によって航海中の燃料消費量を削減する
という視点から、この問題へのアプローチを試みた。 
  特に、先行研究 1)では、「理想航海」と「実航海」と
いう２通りの概念を定義し、近似的に船舶運航におけ
る燃料消費量の定式化と解析を試みたが、本稿では、
両概念の間に「基準航海」という新しい概念を導入し
て燃料消費量の解析を精密化し、近似解法と精密解法
の特徴を評価すると共に、両解法の長所を兼ね備えた
準精密解法を新たに提案した。また、それぞれの解法
に対して最適制御理論を応用して最適操舵の解を求め、
その最適値を用いて主機出力調整の最適解を与える
(𝒏 + 𝟏) 元連立の決定方程式を導いた。 
さらに、一軸コンテナ船と北太平洋の大圏航路によ
る数値シミュレーションによって、燃料消費量低減効
果（即ち、排ガス低減効果）を確認すると共に、最適
解を求める処理の効率性の視点に立って各々の解法の
特徴を比較し、以下の知見を得た。 
(1) 高精度の航海最適化解を求める場合には、精密解
法および準精密解法の適用が望ましいが、近似解
法でも十分な実用性を有している。一方、処理の
実時間性が重要視される組み込み型のリアルタイ
ムシステムに適用する場合は、処理時間で効率的
な近似解法あるいは準精密解法の方が適している。 
(2) 以上の結果、精度重視で処理時間の制約が小さい
場合は精密解法を適用し、処理効率が重視される
場合は準精密解法または近似解法を適用する等、
これらの解法はその目的に応じて使い分けられる
のが望ましい。特に、船舶の運転を実時間で制御
するオンボードリアルタイム航海支援装置に本技
術を組み込む場合は、精度と処理効率の両方を兼
ね備えた準精密解法が実用性に優れている。 
  船舶の運航においては、気象海象予報等の不確定要
素のため、必ずしも計画通りの航海ができるとは限ら
ない。変化する就航条件に適応して本船の判断で臨機
応変に計画を見直しながら船を進める必要があるため、
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本稿で考察した技術が航海支援装置 17),18)に組み込まれ
て本船に搭載されることが望ましい。 その場合に、燃
料消費量の低減効果と共に処理のリアルタイム性が重
要な要素となることを考慮すると、本稿で考察した３
通りの解法の中で準精密解法が最も実用性に優れてい
ると考えられる。 
  本稿では、ＳＲ１０８コンテナ船を供試船として北
太平洋航路で往航の数値シミュレーションを行ったが、
燃料消費量低減の効果は、船種やサイズ、航路によっ
て異なることは自明である。また、本技術は、船の新
造や主機の換装等を必要とせず、全ての就航船に適用
することができる。数値シミュレーションは、房総沖
からサンフランシスコ沖に至る往航に対して実施した
が、往航には必ず復航を伴うこと、コンテナ船に限定
しても、最近の船は排水容積にして供試船の３～５倍
に大型化している 19)こと、さらに、世界で就航してい
る輸送船の隻数 20)や１隻の船の年間の就航回数等を考
慮すると、航海最適化技術の適用によって燃料消費や
排ガスが大幅に削減されることが期待される。 
  尚、本稿では、解析の複雑化を避けるために、船舶
の対地運動や主機出力の上限に対する処置を割愛した。
対地運動に対しては海流や潮流による設定針路と対水
船速の補正を考慮した上で、また、主機出力の上限に
対しては第二評価関数にペナルティ関数を付加した上
で、本稿と同様の手順を踏んで(𝒏 + 𝟏) 元連立の決定
方程式を導くことにより対処可能である。 
  本稿で取り上げた課題は地球環境問題に止まらず、
枯渇が懸念される資源問題にも関わっており、今後、
さらに研究を深化させたい。 
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付章１．第一評価関数の偏微分 
  精密解法では、第一評価関数の最適値(52)式におい
て、リッカチの方程式の解行列 𝑃𝑚
′  が自然減速係数 𝛼
と船体抵抗係数 𝐶ℎ
′ および舵抵抗係数 𝐶𝜹
′ を介して速
力 𝑈 の関数となる。したがって 𝑈 による第二評価関
数最適値の偏微分をとると、(52)式より 
𝐽1𝑈 = 𝐽1𝛼･𝛼𝑈 + 𝐽1𝐶ℎ′･𝐶ℎ
′
𝑈 + 𝐽1𝐶𝜹′･𝐶𝜹
′
𝑈
= 𝛼𝑈 𝑥𝑚
′ (0)𝑃𝑚
′
𝛼
𝑡 𝑥𝑚
′ (0) 
+𝐶ℎ
′
𝑈 𝑥𝑚
′ (0)𝑃𝑚
′
𝐶ℎ
′
𝑡 𝑥𝑚
′ (0) 
+𝐶𝜹
′
𝑈 𝑥𝑚
′ (0)𝑃𝑚
′
𝐶𝜹
′
𝑡 𝑥𝑚
′ (0)    (77) 
𝛼𝑈 = 
𝛥𝑈
𝑈2
−
𝛥𝑈𝑈
𝑈
=
1−𝛼−𝛥𝑈𝑈
𝑈
  (74) 
(77)式の右辺第１項の 𝑃𝑚
′
𝛼 については、リッカチ
の方程式(49)を自然減速係数 𝛼 で偏微分して整理する
ことにより、𝑃𝑚
′
𝛼 を変数とするリアプノフの方程式が
得られる。但し、𝑄𝑚
′
𝛼 、𝑆𝑚
′
𝛼 、𝑅𝑚
′
𝛼 は(46)式の 𝛼 
による偏微分である。 
𝑃𝑚
′
𝛼𝐴𝑓
′ + 𝐴𝑓
′𝑡 𝑃𝑚
′
𝛼 +𝑄𝑓
′ = 0   (78) 
𝐴𝑓
′ = 𝐴𝑚
′ − 𝐵𝑚
′ 𝐾𝑓
′   (79) 
𝐾𝑓
′ = 𝑅𝑚
′ −1( 𝐵𝑚
′𝑡 𝑃𝑚
′ + 𝑺𝒎
′𝑡 )   (48) 
𝑄𝑓
′ = 𝑄𝑚
′
𝛼 − 𝐾𝑓
′𝑡 𝑺𝒎
′𝑡
𝛼
− 𝑺𝒎
′
𝛼𝐾𝑓
′ + 𝐾𝑓
′𝑡 𝑅𝑚
′
𝛼𝐾𝑓
′
 (80) 
  (80)式の右辺第４項の計算には以下の関係式が適用
されている。 
𝑅𝑚
′ −1
𝛼 = −𝑅𝑚
′ −1𝑅𝑚
′
𝛼𝑅𝑚
′ −1  (81) 
 リアプノフの方程式(78)はテンソル積を用いて解く
ことができ、(77)式にその解行列 𝑃𝑚
′
𝛼 と(74)式を代
入することによって、 𝐽1𝛼 を得ることができる。
  (77)式の右辺第２項と第３項についても(78)～(81)
式の 𝛼 を 𝐶ℎ
′ と 𝐶𝜹
′ に置き換えることによって、
𝑃𝑚
′
𝐶ℎ
′  と 𝑃𝑚
′
𝐶𝜹
′  したがって  𝐽1𝐶ℎ′ および 𝐽1𝐶𝜹′ が
得られる。 
付章２．自然減速量と船体抵抗係数の偏微分 
(4)、(70)式より、 
𝑪𝒉 =
𝝆
𝟐
{𝑪𝒘 + (𝟏 + 𝜿)𝑪𝒇
′}𝛁𝒂
𝟐 𝟑⁄  (82) 
  したがって、(65)式を考慮すると 
𝑪𝒉𝑼 =
𝝆
𝟐
{𝑪𝒘𝑼 + (𝟏 + 𝜿)𝑪𝒇
′
𝑼
} 𝛁𝒂
𝟐 𝟑⁄
=
𝝆
𝟐
{𝑪𝒘𝑼𝛁𝒂
𝟐 𝟑⁄ + (𝟏 + 𝜿)𝑪𝒇𝑼𝑺}   (83) 
  また、(66)式の両辺を 𝑼 で偏微分して整理すると 
𝑪𝒇𝑼 = −
𝟏
𝑼
𝑪𝒇
𝟏 + 
𝟎.𝟓𝟓𝟖
𝟐
𝟏
√𝑪𝒇
 (84) 
  (84)式を(83)式に代入すると次式を得る。 
𝐶ℎ𝑈 =
𝝆
𝟐
{
 
 
 
 
𝐶𝑤𝑈𝜵𝒂
𝟐
𝟑 − (𝟏 + 𝜿)
𝟏 
𝑈
𝐶𝑓
𝟏 +
𝟎. 𝟓𝟓𝟖
𝟐
𝟏
√𝐶𝑓
𝑺
}
 
 
 
 
 (85) 
  (85)式を用いることによって、馬力 𝑷𝑼 と自然減速
量 𝜟𝑼 の偏微分値が得られる。 
𝑷𝑼 =
𝟏
𝜼𝒕𝜼𝒑
𝑼𝟐(𝑪𝒉𝑼𝑼 + 𝟑𝑪𝒉)  (86) 
 𝜟𝑼𝑼 = 𝒂𝒎･𝑷𝑼𝒇(𝒉)𝒈(𝝌)   (87) 
  尚、本稿では塙13)の示す事例から類推した剰余抵抗
係数（一定値）を用いているため、(85)式は次式とな
る。 
𝐶ℎ𝑈 = −
𝝆
𝟐
𝟏 
𝑈
𝐶𝑓
𝟏+
𝟎.𝟓𝟓𝟖
𝟐
 
𝟏
√𝐶𝑓
𝑺   (85)’ 
